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1.国立環境研究所の取組
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国立環境研究所・気候変動適応センター
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国の調査研究機関

大学，
地域の研究機関等

大学

地域の
研究機関等

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析

調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター

情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

 気候変動適応センター（CCCA）が中核となり、情報の収集・整理・分析や研究を推進。
 成果の提供や技術的助言を通じて、気候変動適応策の推進に貢献。

LCCAC



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

（参考）気候変動適応法の概要
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国は、農業や防災等の各分野の適応を推進する気候変動適応計画を策定。その進展状況について、把握・評価手法を
開発。 （閣議決定の計画を法定計画に格上げ。更なる充実・強化を図る。）

気候変動影響評価をおおむね５年ごとに行い、その結果等を勘案して計画を改定。

１．適応の総合的推進

２．情報基盤の整備 ３．地域での適応の強化

適応の情報基盤の中核として国立環境研究所
を位置付け。

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進
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４．適応の国際展開等

 国際協力の推進。

 事業者等の取組・適応ビジネスの促進。

都道府県及び市町村に、地域気候変動適応計画策定
の努力義務。

地域において、適応の情報収集・提供等を行う体制
（地域気候変動適応センター）を確保。

広域協議会を組織し、国と地方公共団体等が連携。

http://www.adaptation-platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量
の将来予測

砂浜消失率
の将来予測

＜対象期間＞
21世紀末
（2081年～
2100年）
＜シナリオ＞
厳しい温暖化対
策をとった場合
(RCP2.6)

※品質の良いコメの収量

将来影響の科学的知見に基づき、
・高温耐性の農作物品種の開発・普及
・魚類の分布域の変化に対応した漁場の整備
・堤防・洪水調整施設等の着実なハード整備
・ハザードマップ作成の促進
・熱中症予防対策の推進 等

５．熱中症対策の推進  国の対応：熱中症警戒情報・熱中症特別警戒情報の発表及び周知

 自治体の対応：指定暑熱避難施設、熱中症対策普及団体の指定及び活用 熱中症対策実行計画の策定

平成30年６月制定
令和５年４月改正
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（参考） 地域気候変動適応センター(LCCAC)の設置状況
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(2024年10月18日現在)

設置済地方公共団体数

都道府県 44
政令市 3
市区町村 19

計 65センター*

*センター数は、複数の地方公共団体が共
同で設置した場合は１件としてカウント
＊奈良県は令和６～令和７年度にかけ
て設置予定



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

国立環境研究所による様々な支援・連携
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国の研究機関の連携方策を議論する場として、21機関が参画する「気候変動適応に関する研究機関連絡
会議」及び「気候変動適応の研究会」を開催

気候変動適応の研究会（12/21）の様子

国環研

農研機構

国総研 防災科研

気象研

森林研究
整備機構

土木研

保健医療
科学院

国際農研

水産研究
教育機構

感染研

海洋研究
開発機構

海上港湾
航空技研

宇宙航空研
究開発機構

建築研

極地研

産総研
情報通信
研究機構理研

科学技術
振興機構

JICA研

 地域適応センター等との共同研究を実施

 初級・中級研修・意見交換会の開催、講師派
遣等を実施し、令和５年度はのべ約9,800
名の参加者を得た

 地域の検討会等への参画、地域適応計画に
係る技術的助言・情報提供を295件

 気候変動リスク情報の活用促進をテーマとする
シンポジウムの開催や産官学連携ネットワーク
の活動推進などを通じた事業者へ支援

 A-PLAT（気候変動適応情報プラット
フォーム）：適応に関する情報を総合的に提
供。令和５年度のページビュー数は約105万
PV（目標50万PV）

 AP-PLAT（アジア太平洋気候変動適応情
報プラットフォーム）：途上国における適応
計画の策定・実施を支援。適応関連情報コ
ンテンツの拡充、UN-ESCAP等関係機関と
の連携強化、COP28でのWS開催

研究機関連携の推進

地方公共団体等への技術的援助 適応に関する情報基盤の整備

研究機関連絡会議
構成21機関



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

気候変動適応センターの「研究×支援」の体制
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基礎研究・知的基盤整備

PJ1
気候変動影響の定量評価と
影響機構解明に関する研究

【目標】過去から現在に至る状況変化を
解析し，高精度に影響を検出．また，
気候変動影響と人為影響の相互作用メ
カニズム解明

PJ2
気候変動将来影響評価手法
の高度化に関する研究

【目標】全球から県・市町村単位まで，開発
した気候変動シナリオを用い様々な分野の
将来気候変動評価を実施．気候要因とと
もに社会経済変化も考慮

PJ3
科学的予測に基づく適応戦略
策定および実践に関する研究

【目標】複数分野の横断的影響評価に基づく
適応経路の解析、将来予測・適応計画・適
応策実践の間のギャップ解析

気候変動適応研究プログラム

●気候変動適応の
体系化

●気候変動影響
データべース

●気候変動影響
将来シナリオ

●気候変動適応策
データ集約

●適応計画作成
支援ツール

国内外の研究プロジェクト 国内外の研究機関連携気候変動適応推進の支援

 A-PLAT, AP-PLATから広く一般や
途上国に科学的知見を提供

 自治体・地域気候変動適応センターへの技術的支援

 事業者・個人の適応推進のための支援

 国際協力の推進
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気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）
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• 気候変動の影響・適応に関する情報基盤
• 気候変動や適応の解説、適応策事例、インタビュー、適応ビジネスに関する情報などを掲載



出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)（https://adaptation-platform.nies.go.jp/）

気候変動の観測・予測データ

WebGIS（オンライン地理情報システム）

表示例１：猛暑日日数

表示例２：コメの収量

気象観測データ
（気象庁提供グラフ画像）

9

9



地域の取組

出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)（https://adaptation-platform.nies.go.jp/）

地方公共団体、地域気候変動適応センターの取組を盛り上げる！
 地域の適応計画策定への技術的助言
 地域気候変動適応センターの運営に関する情報提供
 人材育成、地域の課題・優良事例の共有 など
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

取り組み事例インタビュー

出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)（https://adaptation-platform.nies.go.jp/）

自治体、事業者の皆さまへのインタビューを紹介しています。

担当者の方などの思いや取り組み内容を具体的にお伺いしています！
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Infographic

【A-PLAT掲載場所】
インフォグラフィック（影響評価報告書 分野・項目別）https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/measures/infografic.html
インフォグラフィック（事業者編） https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/infographic/index.html

気候変動影響や適応について、代表的

な影響項目や業種別などの情報を一目

で分かる様に体系的に整理

影響評価報告書 分野・項目別 事業者の業種別等

12



出典：気候変動適応情報プラットフォーム(A-PLAT)（https://adaptation-platform.nies.go.jp/）

事業者の取組を盛り上げる！
 気候リスク、適応ビジネスの取組事例
 TCFDに関する取組事例
 民間企業向けの適応ガイド、イベント情報 など

13



• 気候変動による 悪影響を軽減 ⇒ 気候リスク管理（守りの適応策）

• 気候変動による影響を 有効に活用 ⇒ 適応ビジネス（攻めの適応策）

CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

事業者の取組事例

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/index.html

建設現場における
適応策の事例など

気候変動適応に資する
製品・サービスの事例など

14
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地域気候変動適応センター（LCCAC）との共同研究
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６テーマ（のべ31機関）
 地域の適応に関する情報デザイン

 暑熱・健康等への影響に関する研究

 既存インフラとグリーンインフラの統合的活用

 自然湖沼における影響の観測・評価

 赤土流出削減指標策定（サンゴ礁生態系）

 果樹晩霜害の適応策検討に資する多面的気象観測調査 new!

地域の熱中症救急搬送数
データ収集・分析・将来予測

暑熱環境に関する
気象学的観測

（例）暑熱健康に係る共同研究（13機関）
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LCCACとの意見交換会の実施
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■取組事例の紹介（AM）

日時：令和６年12月18日（水）10:00-17:30（予定）
会場：航空会館（東京都港区新橋）

■ワークショップ（PM）

LCCAC業務ガイドブックに記載のある、LCCACが担う機能について
それぞれ優良事例をLCCACから提供

1）普及啓発・教育
2）調査研究
3）施策支援
4）ステークホルダー連携

 LCCAC業務ガイドブックに沿って、LCCACの中長期的業務のゴールを検討し、達成す
るまでのロードマップを検討する。

 LCCACには事前にワークシート（次ページ）を記入いただき、当日はワークシートを
ベースに議論を行う。

 具体的なロードマップを描くことや業務のゴールを描き、LCCACで議論するで、実際
の行動に移す一歩となるようなワークショップを目指す。
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LCCAC業務ガイドブックの作成
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地域気候変動適応センター（以下、地域適応センター）の中長期的なあり方や、将来像
を見据えた役割や機能、方向性等を整理することで、各地域での気候変動適応の実践に
向けて地域適応センターの役割等を検討する礎になることを目的とする。

目的

現在：ガイドブック（案）を作成
地域適応センターの有志と4回にわたるディスカッションを行い現場の声を反映
環境省気候変動科学・適応室にもオブザーバー参加いただき、環境省の意向も反映

今後：ガイドブックの完成
全国の地域適応センターから、上記案について幅広く意見をいただいて完成
⇒12月の「地域の気候変動適応推進に向けた意見交換会」で活用

検討経過

「地域適応センターは、「地域の適応」を実現するために、「適応を入口として、地域の強み
を活かし地域の課題を解決していく」役割を担うことを目指す。」と定義

↓
 その為の業務のゴールおよび政策のゴール、地域適応センターに期待される機能を整理
 関係者が一堂に会し、議論を通じて整理できたのは大きな成果。今後はより地域の実
践のステージへ

方向性：地域適応センターは「地域の適応」で何を目指すのか」
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国の研究機関における連携
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開催状況
等の報告

気候変動適応推進会議

＜議長＞ ＜副議長＞
環境大臣 環境副大臣

＜構成員＞
内閣官房、内閣府、金融庁、
総務省、外務省、財務省、
文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、
国土交通省、環境省
防衛省

関係行政機関の緊密な
連携協力体制を確保する

（法第３条及び計画第４節基本戦略⑦）

気候変動適応法、気候変動適応計画

実務者による「気候変動適応の研究会」

活動状況等の報告

気候変動適応に関する研究機関連絡会議

我が国の研究機関の英知を集約し、
情報基盤を整備する

（法第11条及び計画第４節基本戦略③）

科学的知見に基づく
気候変動適応を推進する

（法第11条及び計画第４節基本戦略②）

■目的

気候変動適応法及び気候変動適応計画に基づき、関係研
究機関の連携協力を深めることにより気候変動適応の情報基
盤を充実・強化し、国・地方公共団体による適応に関する施策
や事業者・国民による適応に関する活動の支援の推進を図る

■構成

■庶務

気候変動等に関する調査研究または技術開発を行う国の機
関または独立行政法人の代表者（理事クラス）

国立環境研究所

※令和６年度の開催はなし

 気候変動適応法及び気候変動適応計画に基づき、気候変動適応に関係する研究機関との連携・協力
体制を確保するため、国の機関又は独立行政法人で構成される「気候変動適応に関する研究機関連絡
会議」及び「気候変動適応の研究会」を設置。研究機関連絡会議は毎年３月に実施。
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気候変動適応の研究会
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■開催日時・場所
令和６年12月17日（水） 9:30-18:00 ＠航空会館（東京都港区新橋）

 12月に対面形式での研究会全体会合を開催。複数の研究機関や自治体・LCCACが連携した実例
（共同研究など）を共有する。

 昼にはランチタイムミーティングとし、LCCACと研究者との交流を図る。

■プログラム案

9:30 開会挨拶、趣旨説明

9:45-

12:00
研究会発表
※国研21機関からの話題提供

12:00-

14:00
ランチタイムミーティング
※LCCACと研究者との交流

14:00-

17:00

分科会

（A会場） （B会場）

気候データ・シナリオ 農林水産業

NbSと気候変動適応 暑熱・健康・都市

17:00-

18:00
総会

18:00 閉会挨拶

18:30以降 交流会

各分科会の実施内容（予定）

気候データ・シナリオ分科会

農林水産業分科会

NbSと気候変動適応分科会

暑熱・健康・都市分科会

形式：話題提供 → ポスターセッション
LCCACが日頃感じている疑問や悩み事について意見交換。

形式：事例集紹介 → 意見交換
分科会で作成した事例集の紹介とディスカッション。

形式：話題提供 → ポスターセッション
LCCAC担当者の悩み事等の相談会。

形式：研究者ブース設置型
LCCACと個別の意見交換。今後の活動についても議論。
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気候変動リスク産官学連携ネットワーク
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気候変動リスク情報（主に物理的リスクに関する情報）を提供する機関と気候リスク情報を
活用する民間企業との意見交換・協働の場

主催：環境省、文部科学省、国土交通省、金融庁、国立環境研究所

参加：気候変動リスク情報（主に物理的リスク）を活用し、コンサルティングサービス等を提供している企業

 シンポジウムの開催 （参加者数：415名）

 セミナーの開催

・気候予測データセット2022について （講師：文部科学省 環境科学技術推進官 久芳全晴 氏）

・「TCFD提言における物理的リスク評価の手引き」の解説（講師：国土交通省 河川計画課課長補佐 白井宏明 氏）

・NGFS（気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク）について （講師：日本銀行 企画役 竹山 梓 氏）

・企業の自然資本への取組に向けて（講師：環境省自然局など）

令和６年度シンポジウム：11月27日開催
https://adaptation-platform.nies.go.jp/archive/conference/2024/1127/index.html



2. 他都道府県の取組事例
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

農業分野における取組事例 -岐阜県の取組-

22

 岐阜市が令和５年３月に策定した「岐阜市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）」では、岐阜県のLCCACが作成した「富有柿の栽培に適した土地の範囲」の
将来予測結果を掲載。

富有柿の栽培に適した土地の範囲に
ついて研究
・現状
・将来予測（2040年代）

岐阜県LCCAC

岐阜市

市が策定の実行計画に反映。
影響を踏まえ、「新たな品目・品種改良
の導入を支援」を計画に位置づけ。

岐阜市HPより引用：https://www.city.gifu.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/020/244/01mainplan.pdf

研究成果の活用



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

農業分野における取組事例 –香川県の事例-
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 令和３年～５年度「国民参加による気候変動情報収集・分析事業」において、全
国３位の収穫量である「ニンニク栽培」における気候変動影響の調査を実施。

 ニンニク栽培に適した条件（気温や栽培地）を整理し、将来予測を行うことで、
実施すると効果的な適応策を提案。

将来予測の実施例 適応策の提案

ニンニクの球形成の条件となる、冬の
低温に関する将来予測を含め、７種類
実施。

検討委員会を設置し、将来予測の妥当
性の確認を行うとともに、適応策や普
及啓発のリーフレットを作成

A-PLATより引用：https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/kokuminsanka/Kagawa/2023.pdf



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

土木・防災分野における取組事例 –東京都の事例-
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今後の気候変動の影響に伴う降雨量の増加や海面上昇、台風の強大化などにより、
風水害リスクの増大を懸念

• 学識経験者等を含めた「気候変動を踏まえた河川施設のあり方検討委員会」を設置
• 気候変動を踏まえた中小河川の洪水対策や低地河川の高潮対策等の整備方針を検討
• 令和５(2023)年12月に「気候変動を踏まえた河川施設のあり方」を策定

中小河川の洪水対策
整備目標：将来の気候変動により増加する降雨に対して河川からの溢水を防止
▷降雨量は、実績降雨データから確率雨量を算出した降雨量に対して、２℃上昇
時の降雨量変化倍率（1.1倍）を乗じて設定

出典:気候変動を踏まえた河川施設のあり方（東京都建設局）（令和5年12月）https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/kasenbu0217.html



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

土木・防災分野における取組事例 –東京都の事例-
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出典:気候変動を踏まえた河川施設のあり方（東京都建設局）（令和5年12月）https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/kasenbu0217.html

中小河川における洪水対策の整備方針



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

自然生態系分野における取組事例 –四国３県の事例-
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出典:https://kuroshio.or.jp/wp-
content/uploads/2024/03/%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9_20240305%EF%BC%8B%
E6%B7%BB%E4%BB%98%E8%B3%87%E6%96%99-1.pdf



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

自然生態系分野における取組事例 –四国３県の事例-
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出典:https://kuroshio.or.jp/wp-
content/uploads/2024/03/%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9_20240305%EF%BC%8B%
E6%B7%BB%E4%BB%98%E8%B3%87%E6%96%99-1.pdf



CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

健康分野における取組事例 –埼玉県の事例-
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28

熱中症予防のための「まちのクールオアシス」

埼玉県地理環境情報WebGIS（Atlas Eco Saitama）

 県内の公共施設のほかコンビニエンスストアや郵便局等の県内企業に、熱中症についての
情報発信拠点「まちのクールオアシス」の設置の協力を呼びかけ。

 協力する施設では、目地印のステッカー等を掲示。
 協力施設を地図化して公開。
 GPSと連携しており、スマートフォンから近くのクールオアシスを探すことができる。



おわり

@APLAT_JP (EN) @ap_plat

気候変動適応情報プラットフォーム A-PLAT

CCCAが運営するX, Facebook, YouTubeを是非ご覧ください！

A-PLAT更新情報, 独自のコンテンツ紹介, 職員の活動内容を随時発信しています

フォロー，いいね！などの応援を宜しくお願い致します。

@APLAT.JP
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CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

LCCACの取組①普及啓発 -高知県の事例-

31

 こうち環境博2024ブースにて、CCCA制作の「ミライ地球ガチャ」を使用した適
応に関する普及啓発を実施。

 来場者にはアンケートも実施し、適応に関する認知度の調査やガチャを実施した
効果をとりまとめた。

 参加者の全員が「これから自分にできる適応（熱中症や災害対策、節水）に取り
組みたい」と回答するなど、気候変動の影響を感じてもらう良い機会に。

 地球温暖化が強くなり、世界が大変になる前に対策をすることが大切（小６）
 暑い日が続いているので、これからの対策などを考えるきっかけができたのでよかった（10代）
 身の回りの環境についても深く考えるきっかけになって良かったと思う（10代）
 自分の意見以外にも他の子の意見を知ることができ、良かったと思う（小５）
 子連れで参加できるし、楽しみながら学べるので良かったです（30代）

イベントの様子

アンケート結果

高知県HPより引用：https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2024091800026/
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住民参加型の議論 -水戸市フューチャーデザインの取組-

32

A-PLATより引用：https://adaptation-platform.nies.go.jp/local/renkei/giron/dis-001.html
茨城大学HPより引用：https://www.ibaraki.ac.jp/news/2024/09/06012452.html

 「将来世代」の立場になりきり、「仮想将来世代」を創出する「フューチャーデ
ザイン」を用いて、緩和策と適応策を統合したまちづくりに関するワークショッ
プを水戸市で実施。

 部局横断で議論することにより、環境部局以外にも『気候変動への適応と緩和』
について、具体的にイメージできる機会となった。

フューチャー・デザインを導入したワークショップでの
ステップ例
（Hara et al., 2021（注７）をもとに作成）

ワークショップの様子


